権利登記実務研修会　講義スケジュール（予定）
　
講義内容（全４７回）　
第１回（２０１７年１２月２６日）

Ⅰ　不動産登記制度の意義および用語の定義
1　不動産登記制度の意義

（1）不動産登記の意義

表題部
権利部（甲区）
権利部（乙区）
表示の登記と権利の登記の差異
（2）不動産登記制度の類型

　①　人的編成主義
　②　物的編成主義
2　現行不動産登記法

（1）沿革

（2）わが国の登記制度の原則

基本原則（第三者対抗要件、形式的審査権、登記簿の物的編成主義）
3　用語の定義

Ⅱ　登記することができる権利・権利変動
1　登記することができる権利

（1）登記することができる権利

2　登記することができる権利変動

登記の効力
1　登記の効力

（1）登記の効力の種類

　　・登記の効力には、対抗力、権利推定力、形式的確定力がある。
　　・公信力はない。
（2）登記の効力の内容

  ①　対抗力

　②　権利推定力
　③形式的確定力
　④公信力
（3）登記の効力の発生時期

　（1）実体的有効要件

　　①　登記に符合する不動産の存在
　　②　登記名義人の存在
　　③　登記に符合する権利変動の存在
（2）手続的有効要件

3　中間省略登記

　登記の分類および順位
1　登記の分類

（1）登記の効力による分類

（2）登記の内容による分類

（3）登記の形式による分類 

2　主登記と付記登記

3　登記の順位

講義のポイント
表題部のみの登記は効力はないとされているが、対抗力を有する表題登記は何？
仮登記で対抗できる場合があるはどんなとき？

予告登記は何故廃止されたか？

権利の登記は甲乙丙丁戊区に分かれていた？

公信力を認めるとどんな問題が生じるか？

財産区って登記できるの？

認可地縁団体って何？

生年月日が登記される場合は？

出頭主義の廃止と登記の順序

第２回（２０１８年１月２３日）
1　登記所

（1）登記所の意義

（2）登記所の管轄区域

2　登記官

（1）登記官の意義

（2）登記官の職務・責任

（3）登記官の除斥 

Ⅱ　登記記録等
1　登記記録

（1）登記記録

（2）登記簿

2　一不動産一登記記録の原則

（1）意義

（2）二重登記がなされた場合の取り扱い

3　登記官が職権で作成する目録 

Ⅲ　登記記録の公開
1　登記記録等の公開

（1）登記事項証明書の交付請求

（2）登記事項要約書の交付請求

（3）地図または建物所在図の写しの交付請求

「登記情報提供サービス」による登記情報の取得
第３回（２０１８年２月６日）
登記の一般通則
１　不動産登記の原則
（1）申請主義

（2）嘱託による登記

（ア）官公署が登記権利者となる場合の特徴
（イ）官公署が登記義務者となる場合の特徴
（3）登記官の職権による登記

（4）共同申請主義

（5）単独申請（共同申請主義の例外）

（6）要式主義

2　登記申請能力

①意義
②登記名義人となり得る者
本来の申請人以外の者による登記
1　相続人による登記

（1）登記義務者が死亡した場合

（2）登記権利者死亡の場合

2　代理人による登記

①　代理権の不消滅（17条）

②　双方代理、自己契約の禁止の規定の不適用
　代理権限証明情報等
　会社法人等番号
　イ　委任状(任意代理人の場合)

　ロ　代理人の資格を証する情報
第４回（２０１８年３月６日）
民法826条の利益相反行為と登記手続

（1）利益相反行為

（2）利益相反行為に該当する場合

（3）利益相反行為に該当しない場合

（4）利益相反行為となる登記の申請人

（5）承認手続きと添付情報

第５回（２０１８年４月１０日）
Ⅲ　代位による登記
1　代位による登記とは

（1）意義

（2）代位による登記ができる場合

2　代位による登記の申請手続

（1）　申請手続

　①　申請情報の内容　　
　②　代位原因　　
　③　代位原因証証明情報
（2）　代位による登記の実行

　①　登記事項
　②　登記完了証の交付
　③　登記識別情報の通知
第６回 （２０１８年５月８日）
判決による登記
1　判決による登記とは

（1）意義

（2）判決の内容

①　意義
②　判決の主文
（3）判決に準ずるもの

①　63条1項の適用のあるもの

②　63条の適用のないもの

（4）判決による登記の可否

2　執行文

3　承継執行

4　判決による登記の申請手続

（1）申請手続

（2）添付情報

第７回（２０１８年６月１２日）
相続の登記
1　相続の登記とは

2　「遺贈」を登記原因とする場合との違い

3　前提としての相続の登記の要否

4　相続による所有権移転の登記

（1）通常の共同相続の場合

（2）相続権のない者がいる場合

（3）相続分の譲渡があった場合

（4）遺産分割の場合

（5）寄与分が定められた場合

（6）遺留分減殺がなされた場合

（7）相続人不存在の場合

（8）数次に相続が開始した場合の登記

第８回（２０１８年７月１０日）
5　相続を証する情報

（1）相続を証する情報とは

（2）各種の相続を証する情報

①　戸籍事項証明書
②　相続欠格者が存在する場合
③　廃除された者が存在する場合
④　遺言により相続分の指定があった場合
⑤　特別受益者が存在する場合
⑥　相続放棄があった場合
⑦　寄与分が定められた場合
⑧　相続分の譲渡があった場合
⑨　遺産分割がなされた場合
第９回（２０１８年８月１４日）
（3）合併を証する情報

 (4) 会社分割を証する情報

第１０回（２０１８年９月１１日）
申請情報
1　登記の申請

2　要式行為性

（1）電子申請

　①　完全な電子申請
　②　特例申請（半ライン申請）
（2）書面申請

3　書面申請による申請書の規格・様式

4　申請情報の内容

5　一括申請

（1）一括申請とは

（2）一括申請の要件

（3）法務省令で定める一括申請ができる登記申請（規則35条）

（4）1つの申請情報で申請することが要求されている場合

第１１回（２０１８年１０月９日）
添付情報総論
1　添付情報の意義

2　種類

3　添付情報の援用

4　添付情報の省略

5　原本還付

第１２回（２０１８年１１月１３日）
添付情報各論
1　登記原因証明情報

（1）意義

（2）提供する理由

（3）提供が不要な場合

（4）登記原因証明情報の内容

（5）登記原因証明情報の具体例

第１３回（２０１８年１２月１１日）
2　登記識別情報

（1）意義

（2）登記識別情報の通知

①　通知
②　相手方
（ア）法定代理人等
（イ）委任を受けた代理人
（3）登記識別情報が通知される場合とされない場合

（ア）通知される場合
（イ）通知されない場合
③　官公署の嘱託登記における例外的取扱
（4）通知の方法

①　電子申請の場合
②　書面申請の場合
（5）通知を要しない場合

（6）再通知の可否

（7）登記識別情報の失効の申出

（8）登記識別情報に関する証明

①　登記識別情報が有効であることの証明
②　登記識別情報が通知されていないことまたは失効していることの証明
（9）登記完了証

第１４回（２０１９年１月８日）
（10）登記識別情報の提供

①　総説
②　提供方法
（11）提供が必要とされる場合

（12）提供が不要な場合

①　単独申請の登記
②　22条本文の適用が排除されている共同申請の登記

③　政令で定める登記の例外に該当する場合
④　提供が省略される場合
⑤　22条ただし書に該当する場合

第１５回（２０１９年２月１２日）
3　登記済証

（1）総説

（2）意義

（3）登記済証に関する先例

4　登記識別情報（登記済証）を提供できない場合

（1）総説

（2）登記済証（登記識別情報は前記）を提供できない場合の具体例

（3）事前通知制度の流れ

（4）事前通知の方法

（5）前住所への通知

（6）通知に対する申出

（7）事前通知が省略できる場合

第１６回（２０１９年３月１２日）
登記原因につき第三者の許可、同意または承諾を証する情報
（1）総論

①　第三者の許可等が登記原因たる法律行為の効力要件となっている場合
②　第三者の許可等がなければ、登記原因たる法律行為について取消事由が存することとなる場合
（2）農地法の許可を証する情報

①　農地法の許可を証する情報の提供の要否
第１７回（２０１９年４月９日）
株主総会または取締役会の承認を証する情報
①　総説
②　利益相反取引の具体例
③　承認を要しない場合
④　株式会社以外の場合
⑤　承認の決議について
⑥　承認を証する情報を提供しての登記の申請
第１８回（２０１９年５月７日）
（4）その他の登記原因についての第三者の等を証する情報

①　許可等が効力要件であるもの
（ア）不在者財産管理人の権限を超える行為に対する家庭裁判所の許可
（イ）相続財産管理人の相続財産の処分に対する家庭裁判所の許可（民法953条・28条）

（ウ）破産管財人の破産財団に属する財産の任意処分に対する裁判所の許可
（エ）抵当権の順位変更、根抵当権の極度額変更、分割譲渡に対する利害関係人の承　　諾
（オ）区分地上権の設定に対する土地の使用収益権者等の承諾
（カ）工場財団に属する不動産を目的とする、賃借権の設定に対する抵当権者の同意
（キ）工場財団の分割に対する抵当権者の承諾
②　第三者の許可等がなければ、登記原因たる法律行為について取消事由が存することになるもの
（ア）未成年者の法律行為に対する法定代理人の同意（民法５条１項本文）
（イ）被保佐人・被補助人に対する保佐人・補助人の同意（民法13条1項・17条1項） 

第１９回（２０１９年６月１１日）

登記上の利害関係人の承諾を証する情報、印鑑・住所を証する情報、登記申請の処理、審査請求
6　登記上の利害関係を有する第三者の承諾を証する情報

（1）総論

（2）承諾を証する情報を必ず提供しなければならない場合

①　抹消登記（68条、令別表26添付情報欄へ）。

②　抹消された登記の回復の登記（72条、令別表27添付情報欄ロ）

③　所有権に関する仮登記に基づく本登記（109条1項、令別表69添付情報欄イ）

④　所有権の更正登記（66条、68条、令別表26添付情報欄へ）

（3）承諾を証する情報の提供が任意である場合

①　権利の変更・更正の登記（66条、令別表25添付情報欄ロ）

第２０回（２０１９年７月９日）
7　住所証明情報

（1）総論

（2）住所証明情報を提供すべき場合

（3）提供の要否

①　仮登記の場合
②　判決による登記の場合
③　初めて所有権（持分）を取得する者がいる所有権更正登記
④　嘱託登記において、官公署が登記権利者となる場合
⑤　嘱託登記において、官公署が登記義務者、私人が登記権利者となる場合
⑥　死者名義での登記の場合
⑦　共有物分割による所有権の持分の移転登記の場合
（4）提供の省略

（5）書面申請における住所証明書

①　自然人の場合
②　法人の場合
第２１回（２０１９年８月１３日）
8　代表者資格証明情報

（1）総論

（2）具体例

（3）提供の省略

（4）提供の代替

9　代理権限証明情報

（1）総論

（2）代理人の種類

（3）代理権限証明情報の内容

①　任意代理の場合
②　法定代理
（4）代理権の不消滅

①　登記申請の委任があった後に委任者が死亡した場合の登記手続
②　登記申請の委任があった後にその委任をした法人の代表者の代表権限が消滅した場合（5）利益相反と特別代理人の選任

①　利益相反に該当する例
②　利益相反に該当しない例
③　利益相反行為に基づく登記の申請
（6）遺贈における申請人および代理権限証明情報

第２２回（２０１９年９月１０日）
10　一般承継証明情報

第８回、第９回の復習
法定相続情報証明制度
第２３回（２０１９年１０月８日）
11　印鑑証明書

（1）総論

（2）登記申請の意思確認のための印鑑証明書

①　申請書に押印された印鑑に関する証明書
②　申請書への記名押印を要しない場合（法務省令で定める場合）
③　印鑑証明書の添付
④　印鑑証明書の添付を要しない場合（法務省令で定める場合）
⑤　具体例－申請書への記名押印および印鑑証明書の添付を要する場合
⑥　具体例－申請書への記名押印を要し、印鑑証明書の添付は要しない場合
⑦　具体例－申請書への記名押印を要しない場合
（3）委任状への記名押印および印鑑証明書の添付

①　記名押印
②　委任状への記名押印を要しない場合（法務省令で定める場合）
③　印鑑証明書の添付
④　印鑑証明書の添付を要しない場合（法務省令で定める場合）
（4）文書成立の真正担保のための印鑑証明書

①　同意または承諾を証する書面への記名押印
②　記名押印を要しない場合（法務省令で定める場合）
③　印鑑証明書の添付
④　印鑑証明書の添付を要しない場合（法務省令で定める場合）
⑤　具体例
12　電子署名・電子証明書

（1）電子署名

（2）電子証明書

電子証明書の有効性
印鑑証明書と電子証明書の比較
第２４回（２０１９年１１月１２日）
登記申請後の処理、却下・取下げ
1　登記申請後の処理

（1）受付

①　受付と順位番号
②　前後関係
③　受領証
（2）登記官による本人確認

（3）登記の実行

（4）登記完了後の処理

①　登記識別情報の通知
②　登記完了証
2　却下・補正・取下げ

（1）却下事由

（2）却下の場合の処理

（3）補正

（4）取下げ

①　手続
②　取下げ後の処理
審査請求
1　総論

2　審査請求事由

3　審査請求権者

4　手続

（1）審査請求の申立て

（2）審査請求に対する措置

①　登記官の行う措置
②　監督法務局長等の行う措置
審査請求手続の流れ
5　他の救済制度との関係

（1）行政事件訴訟法

（2）国家賠償法

第２５回（２０１９年１２月１０日）
仮登記①　仮登記の意義、仮登記された権利の処分
1　仮登記の意義

（1）一号仮登記と二号仮登記

2　仮登記ができる権利

（1）1号仮登記と2号仮登記の違い

（2）仮登記の可否

①　仮登記が認められない例
②　仮登記が認められる例
3　仮登記の申請手続

（1）共同申請と単独申請

①　共同申請
②　単独申請
（2）申請手続

4　仮登記された所有権の処分

（1）仮登記された所有権の移転

（2）仮登記された所有権の移転以外の処分

（3）仮登記所有権・仮登記請求権などの処分の形態

5　仮登記された所有権以外の権利の処分

（1）仮登記された所有権以外の権利の移転

①　1号仮登記

②　2号仮登記

（2）仮登記された所有権以外の権利の移転以外の処分

①　1号仮登記

②　2号仮登記

６　二重仮登記の可否
７　仮登記された権利の変更・更正
（1）申請形態

（2）申請手続

８　1号仮登記と2号仮登記の更正・変更

（1）変更・更正の可否

（2）登記手続

９　本登記の申請の前提としての変更登記・更正登記

（1）氏名等の表示の変更・更正登記

（2）仮登記原因の変更・更正登記

第２６回（２０２０年１月１４日）
仮登記②　 仮登記に基づく本登記

（1）所有権に関する仮登記の本登記

①　申請人
（ア）所有権移転仮登記後に特定承継により所有権が移転している場合
（イ）所有権移転仮登記後に包括承継により所有権が移転している場合
②　登記上の利害関係を有する第三者
（ア）所有権移転の仮登記後の所有権移転登記の登記名義人
（イ）所有権移転の仮登記後に設定された抵当権の登記名義人
（ウ）所有権移転の仮登記前に設定された抵当権の登記名義人
（エ）所有権移転の仮登記後に設定された仮登記所有権を目的とする権利の登記名義人
③　その他の添付情報
④　登録免許税
（2）所有権以外の権利に関する仮登記に基づく本登記

①　申請人
（ア）抵当権設定仮登記後に所有権が移転している場合
（イ）抵当権抹消仮登記後に当該抵当権が移転している場合
②　登記上の利害関係を有する第三者
③　添付情報
④　登録免許税
（ア）地上権設定仮登記に基づく本登記申請
（イ）抵当権設定仮登記の本登記申請
（3）登記原因

①　1号仮登記の場合

②　2号仮登記の場合

5　処分した仮登記の本登記

（1）意　義

（2）手続

①　1号仮登記所有権を買い受けた者が本登記をする場合

②　1号仮登記のされた所有権の移転請求権を有する者が本登記をする場合

③　2号仮登記のされた請求権の譲受人が本登記をする場合

④　2号仮登記された請求権の移転請求権を有する者が本登記をする場合

1　仮登記の抹消

（1）共同申請による抹消登記の手続

（2）仮登記名義人による単独申請

（3）利害関係人による単独申請

6　仮登記担保

　仮登記担保の意義
（1）総説

（2）所有権移転の効力の制限

（3）清算金

（4）物上代位

（5）供託

（6）受戻し

（7）優先弁済請求権

　仮登記担保の登記手続
（1）仮登記の手続

（2）受戻手続

第２７回（２０２０年２月１０日）

信託の登記
1　総説

（1）信託の意義

（2）信託の方法

①　信託契約を締結する方法（信託法3条1号）

②　信託遺言による方法（信託法3条2号）

③　自己信託の設定証書を作成する方法（信託法3条3号）

2　信託の当事者

（1）委託者

（2）受託者

（3）受益者

（4）信託管理人・受益者代理人・信託監督人

①　信託管理人
②　信託監督人（新設）
③　受益者代理人
3　信託財産

①　内容
②　範囲
③　損失てん補・原状回復
④　制約
（ア）強制執行の制限
（イ）相続
（ウ）破産手続開始決定
4　信託の登記の申請手続

（1）同時・一括申請

①　同時・一括申請の原則
②　同時・一括申請が要求されない場合
（2）申請人

①　信託の登記の申請人
②　自己信託の方法によってされた信託による権利の変更登記の申請人
③　代位による信託の登記の申請
（3）登記の目的、原因およびその日付

①　権利の移転
②　権利の設定
③　信託法16条1号の規定により信託財産に属する不動産に関する権利を取得した場合

④　信託財産の原状回復（信託法40条）の場合

⑤　代位申請の場合
⑥　自己信託の場合
（4）申請情報

①　持分の表示
②　信託の登記の登記事項
（5）添付情報

①　登記原因証明情報
②　信託目録に記録すべき情報（令別表65添付情報欄ハ）

③　その他の添付情報
（6）受益者または委託者の代位による登記の特則

（7）登録免許税

受託者の変更による登記、信託の変更の登記等
1　受託者の変更による登記

（1）受託者の変更

（2）受託者の変更による所有権移転等の登記の申請手続

（3）共同受託者の1人の任務終了による所有権変更等の登記申請手続

（4）法人の合併または分割による受託者の変更

2　信託の変更の登記

3　信託登記の抹消の登記

（1）信託登記の抹消

①　意義
②　信託の登記の抹消が必要になる各場合
（ア）受託者が信託財産である不動産を第三者に処分した場合
（イ）信託が終了した場合
（ウ）信託財産が受託者の固有財産となった場合
（2）登記申請手続

　①　同時申請
　②　申請手続
（ア）委託者への移転の場合
（イ）委託者の相続人への移転の場合
（ウ）（ア）および（イ）以外の者への移転の場合
4　信託の併合または分割と権利の変更

（1）信託の併合

①　意義
②　手続
（2）信託の分割

①　意義
（ア）吸収信託分割
（イ）新規信託分割
（3）信託の併合または分割と登記手続

①　同時・一括申請
②　登記の目的
③　登記原因
④　原因日付
⑤　申請人
⑥　添付情報
⑦　登録免許税
（2）固有財産に属する財産を信託財産に帰属させること等による登記

第２８回（２０２０年３月１０日）

所有権保存登記
1　所有権保存登記とは

2　対抗要件としての所有権保存登記

3　表示に関する登記との関係

4　所有権保存登記の分類

①　表題部所有者またはその相続人その他の一般承継人（74条1項1号）

②　所有権を有することが確定判決によって確認された者（74条1項2号）

③　収用によって所有権を取得した者（74条1項3号）

④　区分建物の場合で表題部所有者から所有権を取得した者（74条2項）

5　74条1項の所有権保存登記

 (1)はじめに表題登記

（2)表題登記が完了してから所有権保存登記

 (3)申請人適格

 (4)登記申請手続

（5）所有権保存登記を申請する際に問題となる点

①　表題部との齟齬
②　表題部所有者が複数いる場合
6　74条1項1号後段による保存登記

（1）登記名義人

（2）相続人の範囲

（3）登記申請手続

 (4) 表題部所有者の相続人からの保存登記について問題となる点

7　74条1項2号による登記

 (1) 74条1項2号の登記とは

（2）判決の種類

（3）判決の内容

（4）表題登記がない場合

（5）表題登記がある場合

（6）判決による所有権保存の登記手続

区分建物の所有権保存登記
1　区分建物とは

（1）専有部分と共用部分

（2）敷地利用権

（3）分離処分の禁止

（4）一体性の原則の適用

 (5) 敷地利用権の整理

2　申請人

（１）区分建物の所有権保存登記における申請人
（２）申請人で問題となる点
①　表題部所有者からの転得者
②　表題部所有者Aから譲り受けたBがCに転売した場合

③　表題部所有者ＡがＢに持分２分の１を譲渡した場合
④　表題部所有者AがBCに譲渡し、その後Bが死亡しCが相続した場合

3　 74条2項による保存登記（敷地権の表示の登記がある場合）

(1)申請人適格

(2)登記申請手続

(3)問題となる点

4　74条2項による保存登記（敷地権の表示の登記がない場合）

（1）申請人適格

（2）登記申請手続

（3）問題となる点

5　職権による所有権保存登記

第２９回（２０２０年４月１４日）

　所有権移転登記（特定承継）
1　売買による移転登記

（1）通常売買

①　所有権移転登記における登記の目的
②　売買の効力発生時期と登記原因日付
③　売買による移転登記の申請構造
第３０回（２０２０年５月１２日）
2　売買以外の契約による移転登記

（1）贈与

（2）交換

（3）代物弁済

（4）現物出資

（5）譲渡担保

（6）共有物分割

 (7)財産分与

第３１回（２０２０年６月９日）
2　契約によらない移転登記

（1）契約解除・取消

（2）時効取得

（3）持分放棄

（4）真正な登記名義の回復

（5）その他の原因

①　委任の終了
②　民法第287条による放棄

③　民法第646条2項の規定による所有権移転登記

第３２回（２０２０年７月７日）
1　所有権変更登記

・所有権の変更登記とは
（1）共有物分割禁止の定めの登記

①　共有物分割禁止の定めの登記と処分の制限
②　共有関係の発生と共有物分割禁止の定め
③　共有物分割禁止の定めによる変更登記手続
2　権利の消滅に関する事項の定めの登記

 (1) 権利の消滅に関する事項の定めとは

（2）死亡または解散による登記の抹消

（3）権利の消滅に関する定めの登記の抹消

2　所有権保存登記の更正登記

（1）所有権保存登記の更正が可能な場合

（2）当事者の更正および持分の更正

（3）登記識別情報の通知

（4）登記上の利害関係人

（5）登記官の職権による更正登記

（5）登記原因の更正

（6）日付の更正

（7）登記の目的の更正

2　相続による所有権移転登記の更正

（1）欠格

（2）廃除

（3）相続放棄

（4）遺産分割

（5）寄与分

（6）特別受益

（7）遺言の発見

（8）遺贈

（9）胎児

3　所有権抹消登記

（1）所有権保存登記の抹消登記

（2）所有権移転登記の抹消登記

第３３回（２０２０年８月１０日）
登記名義人の氏名住所の変更（更正）登記
1　登記名義人の意義

登記名義人に当たる者
登記名義人に当たらない者
2　登記名義人の氏名住所の変更（更正）登記

（1）変更登記と更正登記

①　変更登記と更正登記の違い
②　個人と法人での登記の目的の違い
③　個人と法人の変更についての登記原因の違い
④　法人についての登記名義人の氏名変更（更正）登記
（ア）組織変更
（イ）合併
（ウ）抵当権の取扱店の記載
（2）登記名義人の氏名住所の変更（更正）登記等の可否

①　登記名義人氏名住所変更（更正）登記ができる場合
②　登記名義人氏名住所変更（更正）登記ができない場合
（3）登記名義人の氏名住所変更（更正）登記等の要否

①　みなし規定
③　特定承継による移転登記の前提としての登記名義人変更（更正）登記の要否
④　抹消登記の前提としての登記名義人変更（更正）登記の要否
（ア）登記義務者に名義変更が生じている場合
（イ）登記権利者に名義変更が生じていた場合
（ウ）利害関係人に名義変更が生じていた場合
⑤（根）抵当権の追加設定登記の前提としての登記名義人変更（更正）登記の要否
⑥　その他の分類による登記名義人変更（更正）登記の要否
⑦　登記原因記載の基本原則
⑧　登記名義人氏名住所変更（更正）登記等の一括申請の可否
（ア）一括申請できる場合
（イ）一括申請できない場合
3　登録免許税

（1）変更登記

（2）更正登記

（3）変更登記と更正登記

4　変更証明情報

第３４回（２０２０年９月８日）

買戻権・地上権に関する登記
買戻権に関する登記
1　買戻特約の登記

（1）買戻特約の性質

（2）買戻特約の登記の申請

①　売買代金
②　契約費用
③　買戻期間
2　買戻権の移転・変更登記等

（1）買戻権の移転登記

（2）買戻権の変更・更正登記

①　売買代金の変更・更正
②　契約費用の変更・更正
③　買戻期間の変更・更正
（3）買戻権の行使による権利移転登記

（4）買戻権の抹消登記

（5）所有権の抹消登記

地上権の登記
1　地上権設定登記

（1）総説

（2）設定の可否

　①　重複して設定することの可否
　②　一筆の土地の一部を目的として設定することの可否
　③　共有持分を目的として設定することの可否
（3）登記申請手続

①　登記事項
（ア）地上権設定の目的（78条1号）（絶対的登記事項）

（イ）地代またはその支払時期の定め（78条2号）（任意的登記事項）

（ウ）存続期間の定め（78条3号）（任意的登記事項）

②　申請人
③　添付情報
（ア）登記原因証明情報（61条･令7条1項5号ロ･別表33添付情報欄ハ）

（イ）登記識別情報（22条）または登記済証（附則6条3項）

（ウ）登記義務者の印鑑証明書（令16条2項･令18条2項、規則48条1項）

（エ）代理人によるときは、代理権限証明情報（令7条1項2号）

（オ）第三者の承諾証明情報（令7条1項5号）

2　区分地上権の登記

（1）総説

（2）設定の可否

（3）登記申請手続

区分地上権設定登記の登記申請書
①　登記事項
（ア）地上権設定の目的（78条1号）（絶対的登記事項）

（イ）地代またはその支払時期の定め（78条2号）、存続期間の定め（78条3号）（任意的登記事項）

（ウ）地下または空間の上下の範囲（78条5号）（絶対的登記事項）

（エ）土地所有者の土地の使用に関する制限があるときはその旨（78条5号）（任意的登記事項）

②　申請人
③　添付情報
3　地上権の移転登記

（1）総説

（2）登記手続

（3）添付情報の注意点

（4）登録免許税

①　相続・合併による移転登記
②　上記以外（売買・贈与等）による移転登記
4　地上権の変更登記

（1）総説

（2）申請人

（3）添付情報の注意点

（4）通常の地上権から区分地上権へ、または区分地上権から通常の地上権への変更

（5）登録免許税

5　地上権の抹消登記

（1）総説

（2）登記申請手続

6　用益権の登記事項のまとめ

第３５回　（２０２０年１０月１３日）

永小作権、地役権、賃借権、採石権の登記
永小作権設定登記
地役権の登記　
　1　地役権設定登記

①　登記事項
（ア）要役地の表示（絶対的登記事項）
（イ）地役権設定の目的（絶対的登記事項）
（ウ）地役権設定の範囲（絶対的登記事項）
（エ）民法281条第1項ただし書の定め（任意的登記事項）

（オ）民法285条1項ただし書の定め（任意的登記事項）

（カ）民法286条の定め（任意的登記事項）

②　申請人
③　添付情報
（ア）登記原因証明情報（61条、令7条1項5号ロ･別表35添付情報イ）

（イ）登記識別情報（22条）または登記済証（附則6条3項）

（ウ）登記義務者の印鑑証明書（令16条2項･令18条2項、規則48条1項･49条2項）

（エ）代理人によるときは、代理権限証明情報（令7条1項2号）

（オ）第三者の承諾証明情報（令7条1項5号）

（カ）地役権図面
（キ）要役地の登記事項証明書
（2）地役権の登記の実行

　2　地役権移転、地役権変更・更正、地役権抹消の登記

（1）地役権移転登記の可否

（2）地役権変更・更正登記

（3）地役権抹消登記

賃借権の登記
1　賃借権設定登記

①　登記事項
（ア）賃料（81条1号） （絶対的登記事項）

（イ）存続期間（81条2号）

（ウ）賃料の支払時期（81条2号）

（エ）譲渡・転貸を許す旨の定め（81条3号） 

（オ）敷金（81条4号）

（カ）賃貸人が財産の処分につき行為能力の制限を受けた者または財産の処分の権限を有しない者であるときはその旨（81条5号）

（キ）借地権（建物の所有を目的とする地上権または賃借権－借地借家法2条1項）が設定された場合の登記事項（81条6～8号・令別表38申請情報欄）　

（ク）建物の賃借権設定登記の特約（81条8号・令別表38申請情報欄）

（ケ）高齢者の居住の安定確保に関する法律56条の定めがあるときは、その定めが登記事②　申請人

③　添付情報
（ア）登記原因証明情報（61条･令7条1項5号ロ･別表38添付情報欄イ～へ）

（イ）登記識別情報（22条）または登記済証（附則6条3項）

（ウ）登記義務者の印鑑証明書（令16条2項･令18条2項、規則48条1項･49条2項）

（エ）代理人によるときは、代理権限証明情報（令7条1項2号）

2　賃借権移転・転貸の登記

①　登記の目的
②　原因
③　申請人
④　添付情報
⑤　登録免許税
⑥　登記の実行
3　賃借権変更・更正の登記

4　賃借権抹消の登記

採石権の登記
　採石権の設定登記
第３６回（２０２０年１１月１０日）
抵当権設定の登記
1　抵当権設定登記

（1）抵当権の目的となる権利

（2）被担保債権

（3）登記申請手続

①　登記の目的
②　登記原因及びその日付（59条3号、令3条6号）

③　債権額（83条1号、令3条12号別表55）

④　利息・損害金に関する定め（令3条13号、別表55）

（4）記載事項に関する問題点

2　共同抵当権の設定登記

（1）共同抵当とは

（2）登記申請手続

（3）共同抵当権設定登記の問題点

第３７回（２０２０年１２月8日）
抵当権変更・更正登記
1　被担保債権の変更

（1）債権額の変更

①　債権額の変更の可否
②　債権額の変更登記の当事者
③　債権額の変更登記の利害関係人
（2）債権額の変更の登記手続

①　登記の目的
②　登記原因及びその日付
③　添付情報
④　登録免許税
（3）利息・損害金の変更・更正登記

（4）利息の特別の登記

2　債務者の変更

（1）債務引受による変更

①　免責的債務引受
②　重畳的債務引受
（2）債務の承継による変更

①　相続による債務の承継
②　遺産分割協議による債務の承継
③　債務者の相続人相互の間での債務引受
④　合併による債務者の変更登記
⑤　会社分割による債務者の変更登記
⑥　債務者の変更登記における設定者の印鑑証明書の添付の要否
4　その他の原因による債務者の変更・更正登記

（1）連帯債務者の1人に対する債務免除による抵当権変更登記

（2）抵当権の債務者の更正登記

（3）抵当権の債務者の氏名または住所の変更・更正登記

1　その他の抵当権変更

（1）抵当権の効力を所有権全部に及ぼす変更

①　抵当権変更登記としなければならないかどうかについて
（2）共有不動産上の抵当権の効力を共有者の1人の持分につき消滅させる場合の変更登記

（3）抵当権の一部移転登記後、準共有者の一方の債権が弁済された場合の変更登記

2　抵当権の更正登記

（1）抵当権者の更正登記

（2）登記原因の更正登記

第３８回（２０２１年１月１２日）
抵当権の処分の登記、順位変更、移転、抹消の登記
抵当権の処分・順位変更の登記
1　抵当権の処分の登記

（1）抵当権の処分の意義

（2）転抵当権の登記

（3）抵当権の譲渡・放棄の登記

①　抵当権の一部を譲渡（または放棄）した場合
②　共有抵当権の持分を譲渡（または放棄）した場合
③　受益債権の一部のために譲渡（または放棄）した場合
（4）抵当権の順位譲渡・順位放棄の登記

①　同順位抵当権者間 の順位譲渡

②　抵当権の一部を順位譲渡（または順位放棄）した場合
③　共有抵当権の持分を順位譲渡（または順位放棄）した場合
④　後順位抵当権の一部のために順位譲渡（または順位放棄）した場合
（5）抵当権債権の質入れの登記

2　抵当権の順位変更の登記

（1）順位変更とは

①　順位変更の意義
②　登記申請手続
（ア）当事者
（イ）利害関係人
（2）順位変更の順位変更・更正・抹消登記

①　順位変更登記の変更登記の可否
②　順位変更登記の更正登記
 抵当権移転登記
1　包括移転型

（1）相続・合併

（2）会社分割

2　特定移転型

（1）債権譲渡

（2）債権譲渡による抵当権移転の登記申請手続

（3）代位弁済

（4）民法392条2項の代位

3　その他の原因

（1）転付命令・譲渡命令・売却命令

4　転抵当権の移転

抵当権の抹消登記
1　抵当権の抹消登記

（1）弁済による抹消登記

①　申請人
②　前提としての変更登記の要否
③　相続人による登記の可否
④　実務上の問題
⑤　その他注意を要する点
（2）弁済以外の原因による抹消登記

①　原因
目的不動産の滅失
混同（民法179条）

消滅時効（民法167条2項）

第三者の目的不動産の時効取得（民法162条）

担保権の実行による競売
目的土地の収用（土地収用法101条1項）

抵当権の放棄
債権譲渡の場合に抵当権を随伴させない特約がある場合
第三取得者の抵当権消滅請求
②　申請人
第３９回（２０２１年２月９日）
2　単独申請による抵当権抹消登記

（1）すべての権利に共通の単独抹消

①　判決による単独抹消（63条）

②　抵当権者の死亡による単独抹消（69条）

③　除権決定による単独申請（70条2項）

（2）担保権に特有の単独抹消

①　債権証書および受取証書の添付による単独申請（70条3項前段）

②　休眠担保権の抹消（70条3項後段）

・利息または損害金に関する定めの記載がない場合（S63・7・1民三第3499号通達）。

（ア）当該登記に利息に関する定め、損害金に関する定めのいずれの記載もないとき
（イ）当該登記に損害金に関する定めの記載はないが、利息に関する定めの記載があるとき
（ウ）当該登記に損害金に関する定めのみの記載があるとき
・登記義務者の行方不明を証する書面
（エ）登記義務者が自然人である場合
（オ）登記義務者が法人である場合
・供託手続き
第４０回（２０２１年３月９日）
1　根抵当権の設定登記

（1）根抵当権の設定

（2）根抵当権の構成要素

①　極度額
②　債権の範囲
取引債権
（ア）債務者との特定の継続的取引契約によって生ずる債権
（イ）債務者との一定の種類によって生ずる債権
非取引債権
（ウ）特定の原因に基づいて債務者との間に継続して生ずる債権
（エ）手形上もしくは小切手上の請求権
（オ）電子記録債権
③　債務者
④　確定期日
2　根抵当権設定登記の申請手続

2　共同根抵当権の設定登記

（1）累積式共同根抵当権と純粋共同根抵当権

（2）共同根抵当権の追加設定登記

第４１回（２０２１年４月１３日）

根抵当権の変更
1　債権の範囲の変更登記

2　債務者の変更登記

3　極度額の変更登記

4　確定期日の変更登記

5　根抵当権共有者間の優先の定めの新設

6　優先の定めの変更・廃止

第４２回（２０２１年５月１１日）
根抵当権の処分の登記
元本確定前に限ってできる処分
①全部譲渡
②一部譲渡
③分割譲渡
④共有者の権利移転
元本確定後に限ってできる処分
⑤根抵当権のみの譲渡・放棄
⑥根抵当権の順位の譲渡・放棄
元本の確定の前後を問わずできる処分
⑦転抵当
⑧根抵当権付債権質入
第４３回（２０２１年６月８日）
根抵当権者・債務者に相続・合併・会社分割があった場合の登記
1　根抵当権者に相続が開始した場合

2　債務者に相続が開始した場合

3　根抵当権者に合併が開始した場合

4　債務者に合併が開始した場合

5　根抵当権者に会社分割が開始した場合

6　債務者に会社分割が開始した場合

第４４回（２０２１年７月１３日）

根抵当権の元本確定、抹消の登記
根抵当権の元本確定
1　根抵当権の元本確定の登記

2　元本確定後の根抵当権移転・変更登記

（1）元本の確定と各種登記の可否

（2）元本確定後の根抵当権移転登記

①　特定承継による根抵当権移転登記
（ア）債権譲渡
（イ）代位弁済
②　包括承継による根抵当権移転登記
（3）　元本確定後の根抵当権変更登記

①　民法376条の処分の登記（転抵当を除く）

②　債務引受による債務者の変更登記
③　更改による債務者の変更登記
1　消滅請求による抹消登記

（1）消滅請求権者

（2）消滅請求の要件・効果

（3）消滅請求の効力発生時期

2　一部移転登記後の弁済による抹消登記

（1）元本確定後の根抵当権一部移転

（2）共有者の一方の債権弁済

（3）具体例

（4）抵当権の場合との比較

第４５回（２０２１年８月１０日）
先取特権の登記
1　先取特権の保存の登記

（1）意義

（2）登記申請手続

①　申請人
②　添付情報
（ア）登記原因証明情報（61条、令7条1項5号ロ・別表42添付情報、43・44各添付情報イ）

（イ）登記識別情報（22条）または登記済証（附則6条3項）

（ウ）登記義務者の印鑑証明書（令16条2項・令18条2項、規則48条1項・49条2項）

（エ）新築する建物の設計書および図面（令7条1項6号・別表43添付情報欄ロ、別表44添付情報欄ロ）。

（オ）代理人によるときは、代理権限証明情報（令7条1項2号）

③　登記事項
2　先取特権の変更、更正、処分、移転、抹消の登記

 質権の登記
1　質権設定の登記

(1)
意義

（2）登記申請手続

①
　申請人

②　添付情報
（ア）登記原因証明情報（61条、令7条1項5号ロ・別表46添付情報）

（イ）登記識別情報（22条）又は登記済証（附則6条3項）

（ウ）登記義務者の印鑑証明書（令16条2項・令18条2項、規則48条1項・49条2項）

（エ）代理人によるときは、代理権限証明情報（令7条1項2号）

③　登記事項
（ア）債権額（絶対的記載事項）
（イ）存続期間の定め（任意的記載事項）
（ウ）利息に関する定め、違約金もしくは賠償金、民法346条ただし書の定め（任意的登（エ）債権に付された条件（任意的登記事項）

（オ）民法356条又は民法357条の規定と異なる定め（任意的登記事項）

（カ）民法370条の定め（任意的登記事項）

（キ）債務者（絶対的登記事項）
2　質権の変更、更正、処分、移転、抹消の登記

第４６回（２０２１年９月１４日）
処分制限の登記
1　処分制限の登記の意義

（1）自力救済の禁止

（2）強制執行および処分制限

2　処分制限の登記の概要

（1）差押・仮差押の登記

①　差押・仮差押の実行（執行）
②　差押・仮差押の効力
（2）仮処分の登記

3　処分禁止の仮処分の登記の概要

（1）不動産に関する権利の登記請求権を保全する場合

（2）所有権以外の権利の保存・設定・変更についての登記請求権を保全する場合

4　仮処分の効力（不動産に関する権利の登記請求権の保全）

（1）申請書の記載事項

①　登記の目的
②　登記原因
③　申請人
④　添付情報
（ア）通知をしたことを証する情報（以下「通知証明情報」）（令7条1項6号、令別表71添付情報）

（イ）代理権限証明情報（令7条1項2号）

⑤　登録免許税
（2）仮処分の登記に後れる登記の抹消

①　抹消の方法
②　却下
（3）仮処分の登記の抹消

（4）保全される登記の種類

所有権
①　所有権移転登記　　　　
②　所有権保存登記の抹消登記
③　所有権移転登記の抹消登記
④　所有権移転登記の抹消回復登記
⑤　所有権の持分更正登記


所有権以外の権利の移転または消滅
①　抵当権移転登記
②　地上権移転登記
③　抵当権移転登記の更正登記
④　抵当権移転登記の抹消回復登記
⑤　抵当権抹消登記
⑥　一部弁済による抵当権変更登記
⑦　被担保債権額を減額する抵当権更正登記


5　仮処分の効力（所有権以外の権利の保存・設定・変更についての登記請求権の保全）

（1）保全される登記の種類

①　先取特権の保存の登記
②　抵当権または地上権設定の登記
③　抵当権または地上権の抹消回復登記
④　根抵当権の極度額を増額する変更または更正登記
⑤　民法376条による抵当権の処分の登記

（2）保全仮登記の性質

（3）保全仮登記の本登記

（4）仮処分の登記に後れる登記の抹消

①「所有権を除いた不動産の使用・収益をする権利を目的とする権利の取得に関する登記」
②　仮処分に後れる登記の抹消の申請
（5）申請書の記載事項

（6）処分禁止の登記の抹消

（7）保全仮登記の更正

6　仮処分の登記の可否についての先例

第４７回（２０２１年１０月１２日）
登録免許税
1　意義

（1）課税標準

（2）納付義務者

（3）登録免許税が課せられない登記

①　国・公共法人
②　登録免許税法5条による非課税登記

（ア）国・公共法人が他の者に代位してする登記（１号）
（イ）登記官が職権に基づいてする登記（２号）
（ウ）住居表示の実施による登記名義人の住所変更の登記（４号）
（エ）行政区画等の名称の変更による登記名義人の住所変更の登記（5号）

（オ）滞納処分に関してする登記（11号）

（カ）登記官の過誤登記・登記の抹消に対する抹消・更正・回復登記（12号）

③　信託財産の登記
（ア）委託者から受託者に信託のために財産を移す場合における財産権の移転の登記（1号）

（イ）委託者のみが信託財産の元本の受益者である信託の信託財産を受託者から受益者に移す場合における財産権の移転の登記（2号）

（ウ）受託者の変更に伴い受託者であった者から新たな受託者に信託財産を移す場合における財産権の移転の登記（3号）

 2　登録免許税の計算方法

（1）定率課税

①　課税標準金額の基礎
②　課税標準金額の端数処理
③　登録免許税額の端数処理
④　その他論点となる事項
（2）定額課税

①　抵当権の順位変更の登記
②　土地の個数を課税標準とする場合
（3）定率課税と定額課税

3　登録免許税の納付方法

（1）現金納付

（2）印紙納付

①　登録免許税の額が3万円以下の場合

②　登記所の近傍に収納機関が存在しないため現金納付が困難であると法務局長等が認め、その旨を当該登記所に公示した場合
③　登録免許税の額の3万円未満の端数部分

④　印紙により登録免許税を納付することにつき特別の事情があると登記官が認めた場合
（3）電子納付

（4）納付の確認

（5）納付額の不足

4　還付・再使用証明

（1）還付

（2）再使用証明
